
１  社会環境の変化

⑴  人口減少と少子高齢化の進行 

我が国では、 少子高齢化が急速に進展した結果、 平成20 年(2008 年)をピーク

に総人口が減少しはじめており、 人口減少時代1を迎えています。  

札幌市の人口も、間もなく 減少に転じると推計2されており、今後は生産年齢人

口の減少に伴う経済規模の縮小や税収の減少、 社会保障費の増加、 老朽化した都

市基盤の更新需要の集中などが懸念され、 市民の暮らしに大きな影響を及ぼすお

それがあります3。  

■図１ 札幌市の人口の将来見通し（ 各年10月1日）  

⑵  家族形態・ 地域社会の変化 

さらに、 我が国では夫婦と子どもの世帯が減少傾向にある一方で、 単独世帯、

夫婦のみの世帯、 ひとり親と子どもからなる世帯の構成割合が増加傾向4にあり、

札幌市では夫婦と子どもの世帯の減少が顕著という特徴5もあります。  

また、近年の少子化、核家族化、都市化、情報化等の社会情勢の急激な変化や、

人間関係、 地域における地縁的なつながりの希薄化などを背景として『 地域の教

育力』 が低下し、 子どもたちを取り巻く 環境にも大きな影響を及ぼしているとの

指摘6があります。  

1 「 国勢調査」、「 人口推計」【 総務省】  
2 「 第２期さっぽろ未来創生プラン」【 札幌市、 令和２（ 2020）】  
3 「 札幌市まちづく り戦略ビジョ ン・ アクショ ンプラン 2019」【 札幌市、 令和元（ 2019）】  
4 「 令和２ 年版厚生労働白書」【 厚生労働省、 令和２（ 2020）】  
5 「 札幌市統計書 令和２年度版」【 札幌市、 令和３（ 2021）】  
6 「 地域の教育力の向上を目指した本道における生涯学習の在り方～効果的な学習成果の活用方策の視点から」【 北

海道生涯学習審議会、 平成21（ 2009）】『 地域の教育力』 は「 住民自らが認識した地域の課題について、 それを自

ら解決し、 地域としての価値を創造していく ための力」 と説明されている。  

第２ 章 考慮すべき環境変化

<資料>総務省「国勢調査」、まちづくり政策局政策企画部
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 情報化・ グローバル化の進展への対応 

近年、 情報通信技術の急速な進歩に伴い、 生活のあらゆる場面で多様な情報に

触れることが容易になり、 情報通信機器の利用時間も増加傾向7にあります。  

このような情報化の動きは、 個々 の業務の能率を向上させるだけでなく 、 新た

な人間関係の構築など、 社会に大きな変化をもたらしています。  

また、 生産年齢人口の減少、 グローバル化の進展や絶え間ない技術革新などに

より、 社会構造や雇用環境は大きく 、 かつ急速に変化しており、 将来の予測が困

難な時代になっています8。  

「 デジタルト ランスフォーメーショ ン（ ＤＸ ： Di gi tal  Transformati on） 9」 や

「 ＡＩ 10」、「 Soci ety 5. 011」 といった考え方が広く 知られるようになる中、 2020

年の新型コロナウイルスの感染拡大を契機として、 非接触・ リモート 型の働き方

への転換等、 感染症リスクに対して強靱（ きょうじん） な社会・ 経済構造の構築

が求められており、 そのためにも、 身近では情報格差（ デジタル・ ディ バイド：

Di gi tal  Di vi de） の解消が必要と考えられます。  

 その他の社会環境の変化 

○  持続可能な開発目標（ ＳＤＧｓ 〔 エス・ ディ ー・ ジーズ〕）  

平成27年(2015年)の「 国連持続可能な開発サミ ット 」 で、「 持続可能な開発

のための 2030 アジェンダ」 が採択され、「 持続可能な開発目標（ Sustai nabl e 

Devel opment Goal s： ＳＤＧｓ ）」 が定められました。  

ＳＤＧｓ は“ 誰一人取り残さない” という考え方のもと、 それぞれ密接に関

連した17のゴール（ 目標） を設定し、経済、社会、環境の三つの側面のバラン

スのとれた持続可能な開発を目指しています。  

札幌市では、 次世代の子どもたちが笑顔で暮らせる持続可能な都市「 環境首

都・ ＳＡＰＰＯＲＯ」 を将来像とし、 環境、 社会、 経済分野の総合的取組を推

進することでＳＤＧｓ 達成にもつなげていく こととしています12。  

この計画では、様々 な取組を通して、17の目標のうち、主に「 ４  質の高い

教育をみんなに」、 そして「 10 各国内及び各国間の不平等を是正する」、「 11 

住み続けられるまちづく りを」、「 16 平和と公正をすべての人に」、「 17 パー

ト ナーシップで目標を達成しよう」 の実現に寄与していきます。  

7「 令和元年度版 情報通信白書」【 総務省、 令和２（ 2020）】  
8「 教育の情報化に関する手引き」【 文部科学省、 令和元（ 2019）】  
9 デジタルト ランスフォーメーショ ン ウメオ大学（ スウェーデン） のエリック・ スト ルターマン教授が2004年に

提唱した「 I CTの浸透が人々 の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」 との概念。「 情報通信白書平成30

年版」【 総務省、 平成30（ 2018）】  
10 AI 《 arti f i ci al  i ntel l i gence》 人工知能。コンピューターで記憶・ 推論・ 判断・ 学習など、 人間の知的機能を

代行できるようにモデル化されたソフト ウエア・ システム。【『 デジタル大辞泉』 小学館】  
11 Soci ety 5. 0 「 第5期科学技術基本計画」 Ｉ ＣＴ を最大限に活用し、 サイバー空間とフィ ジカル空間（ 現実世

界） とを融合させた取組により、 狩猟社会、 農耕社会、 工業社会、 情報社会に続く ような新たな社会を生み出す変

革を科学技術イノベーショ ンが先導していく こと。【 内閣府、 平成28（ 2016）】  
12 「 第2次札幌市環境基本計画」【 札幌市、 平成30年（ 2018年）】  
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○  新型コロナウイルス感染症と新しい生活様式 

令和元年(2019 年)12 月に初めて検出された「 新型コロナウイルス感染症

(COVI D-19)」 は、その後世界中に拡大し、令和２年(2020年)５ 月には、専門家

会議の提言を踏まえ、 厚生労働省から、 新型コロナウイルスを想定した「 新し

い生活様式13」 が提示されました。  

全国の図書館でも臨時休館を含め、「 図書館における新型コロナウイルス感

染症拡大予防ガイドライン14」を参考とした対応が取られましたが、この計画の

策定時点では、 完全な終息には至っておらず、 引き続き感染予防対策などが必

要とされる状況にあります。  

２  読書環境の変化

⑴  成人の読書活動の状況 

札幌市が令和２ 年（ 2020 年） に実施したアンケート によると、 読書が「 好き」

な成人は78. 8％、 １ か月に１ 冊以上本を「 読んだ」 成人は55. 1％で、 10 年前に

実施した同様の調査15との比較では、「 好き」 な成人に大きな変化はないものの、

「 読んだ」 成人の割合が約15㌽低下したほか、年代が下がるにつれて、その傾向

が強く なってきています。  

読書をしない理由としては、「 読む時間がない」 が、「 一般16」 でも「 保護者17」

でも最も高く （ 52. 5％、82. 9％）、次いで「 読みたいと思う本がない」 や「 読むの

が面倒」 が高い水準を示しており、 特に「 読む時間がない」 との回答は、「 一般」

では30歳代が最も多く なっています。  

このように、 比較的若い世代の読書量には減少傾向が見られ、 今後の子ども世

代の読書活動に、 同じような影響を与えることが懸念されます。  

13 新しい生活様式 新型コロナウイルスの出現に伴い、 飛沫感染や接触感染、 さらには近距離での会話への対策を

これまで以上に取り入れた生活様式。【 厚生労働省HP、 令和３ （ 2021） ３月閲覧】  
14 図書館における新型コロナウイルス感染症拡大予防ガイドライン 公益社団法人日本図書館協会が作成【 令和２

（ 2020）】  
15 「 読書活動についてのアンケート 調査」【 札幌市、 平成21（ 2009）】  
16 「 読書活動についてのアンケート 調査」 報告書【 札幌市、 令和２（ 2020）】 における、 住民基本台帳から無作為抽

出した「 一般市民」 のこと 
17 「 読書活動についてのアンケート 調査」 報告書【 札幌市、 令和２（ 2020）】 における、 市立の幼稚園・ 保育園・ 認

定こども園の「 保護者」 のこと
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 子どもの読書活動の状況 

全国の１ か月間に本を１ 冊も読まなかった子どもの割合（ 不読率）の推移18につ

いて、「 子どもの読書活動の推進に関する法律」 が施行された平成13年(2001年)

と令和元年(2019年)とを比較すると、小学生が3. 7  減（ 6. 8％）、中学生が31. 2

 減（ 12. 5％）、 高校生が11. 7  減（ 55. 3％） と、 それぞれ改善しています。  

■図２ 不読率（ ０ 冊回答者） の推移【 全国・ 経年比較】  

1か月の一人当たりの読書冊数では、小学生は6. 2冊から 11. 3冊に、中学生は

2. 1冊から 4. 7冊に増えており、 高校生はほぼ横ばいの状況19です。  

一方、 ３ 年ごとに実施している札幌市の「 児童生徒の実態に関する基礎調査」

によると、 平成29 年(2017 年)の不読率は、 12 年前の平成17 年（ 2005 年） と比

べ、小学５年生で10. 5  減（ 8. 3％）、中学２ 年生で21. 8  減（ 18. 1％）、高校２

年生で16. 1  減（ 23. 3％） と大きく 改善してきているものの、教育段階が上がる

につれて読書冊数が減り、 不読率が増える傾向に変化はありません。  

■図３ １か月の読書量が０ 冊の児童・ 生徒の割合の推移【 札幌市】  

18 「 第65回学校読書調査報告」【 全国学校図書館協議会、令和元（ 2019）】  
19 同上

<資料>公益財団法人全国学校図書館協議会・㈱毎日新聞社「第65回学校読書調査」
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また、「 全国学力・ 学習状況調査」（ 平成31 年(2019 年)４ 月） によると、 札幌

市の子どもは、 読書が「 好き」、「 どちらかというと好き」 と好意的な回答をした

割合が全国平均を上回っており、 12 年前との比較では、 小学６ 年生で 5. 4  増

（ 77. 4％）、中学３ 年生で6. 2  増（ 72. 7％）と小・ 中学生とも増加していますが、

近年は中学生で減少傾向にあります。  

■図４ 読書が好きな子どもの割合【 全国・ 札幌市】  

普段の１ 日当たりの読書時間が「 10分以上」 と回答した子どもの割合も、全国

平均と比べて高く 、 12 年前との比較では、 小学６ 年生が3. 3  増（ 65. 8％）、 中

学３ 年生が2. 8  増（ 51. 0％） と小・ 中学生ともに増加していますが、 やはり近

年は中学生で減少傾向が見られます。  

なお、学校図書館20・ 図書室や地域の図書館に行く 回数については、全国と比べ

て低い水準であり、9年前との比較では、小学６ 年生が7. 6  減（ 33. 9％）、中学

３ 年生が0. 5  減（ 15. 3％） と、 小・ 中学生とも減少傾向が見られます。  

■図５ 家や図書館で普段(月～金)10分以上読書する子どもの割合【 全国・ 札幌市】  
■図６ 昼休みや放課後、学校が休みの日に、本を読んだり、借りたりするために、学校図

書館・ 室や地域の図書館に月１回以上行く 子どもの割合【 全国・ 札幌市】  

20 学校図書館 小学校、 中学校及び高等学校において、 図書、 視覚聴覚教育の資料その他学校教育に必要な資料を

収集し、 整理し、 及び保存し、 これを児童又は生徒及び教員の利用に供することによって、 学校の教育課程の展

開に寄与するとともに、 児童又は生徒の健全な教養を育成することを目的として設けられる学校の設備。【 学校図

書館法】  

（ 図５）                      （ 図６ ）  
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 視覚障がい者等の読書環境の整備 

令和元年（ 2019 年） ６月21 日に、「 国民読書年」 からおよそ 10 年の時を経て

「 読書バリアフリー法」 が成立、 同28日に施行されました。  

同法の制定には、 当事者団体による地道で粘り強い働きかけが大きく 影響して

おり、 加えて「 盲人、 視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が発行さ

れた著作物を利用する機会を促進するためのマラケシュ条約21」 の締結などの動

向もその後押しとなりました。  

全18条からなる同法は、第１ 条でその目的を「 視覚障害者等の読書環境の整備

を総合的かつ計画的に推進し、 もって障害の有無にかかわらず全ての国民が等し

く 読書を通じて文字・ 活字文化の恵沢を享受することができる社会の実現に寄与

すること」と明示しています。また第３ 条には三つの基本理念22が示されており、

この内容からも今後の読書環境には、 これまで以上に広い意味でのバリアフリー

化が求められるものと考えられます。  

今後は、 様々 な立場の利用者を想定して、 より多く の市民が利用しやすいよう

に配慮し、 誰もが無理をせず快適に図書館サービスが受けられるような改善を図

っていく ことが必要となります。  

コラム《 札幌市中央図書館のユニバーサルデザイン》

21 盲人、 視覚障害者その他の印刷物の判読に障害のある者が発行された著作物を利用する機会を促進するためのマ

ラケシュ条約 視覚障害者等の方々 による著作物の利用機会を促進するため、 点字、 音声読み上げ図書等の「 利

用しやすい様式の複製物」 に関し、 各国の国内法令において著作権の制限又は例外を規定するとともに、 そうし

た複製物を、 国境を越えて交換すること等について定める。【 外務省HP「 我が国による「 視覚障害者等による著作

物の利用機会促進マラケシュ条約」 の締結」、 令和３（ 2021） 1月閲覧】  
22 三つの基本理念 ①  情報通信その他の分野における先端的な技術等を活用して視覚障害者等が利用しやすい電子

書籍等の普及が図られるとともに、 電子書籍等以外の視覚障害者等が利用しやすい書籍も引き続き提供される

こと 

②  視覚障害者等が利用しやすい書籍及び電子書籍等の量的拡充及び質の向上が図られること 

③  視覚障害者等の障害の種類及び程度に応じた配慮がなされること 

コラム 《 札幌市中央図書館のユニバーサルデザイン》  

札幌市中央図書館は、 第2 次図書館ビジョ ンの期間中である平成26 年（ 2014

年） までに施設の大改修を行うなど、 年齢や障がいの有無などに関わらず、 誰もが気

軽に、 快適に利用できるよう、 ハード、 ソフト の両面でユニバーサル化を図ってきま

した。  

具体的には、 分かりやすく 、 見やすい案内表示への改善や電算システムの改善など

のほか、「 見えにく い」 に対応する大活字本や拡大機、「 聞こえにく い」 に対応する補

聴器サポート やFAX 照会、「 体が不自由」 に対応する障がい者向け郵送貸出などに取

り組むとともに、 職員向けには障がいのある方への合理的配慮や共生社会に関する研

修を実施するなどの取組を実施しています。  

国は、 令和元年(2019 年)6 月に「 視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する

法律」（ いわゆる「 読書バリアフリー法」） を施行、 同法に基づく 「 基本的な計画」 を

令和2 年(2020 年)7 月に策定しました。  

この計画では、 基本的な方針としてアクセシブルな書籍等の普及や拡充、 障がいの

種類・ 程度に応じた配慮などを掲げるとともに、 地方公共団体にも同法や同計画に基

づく 計画策定、 施策の推進を求めています。  

札幌市でも、 本計画や「 さっぽろ障がい者プラン」 などを、 この計画として位置付

けることとしており、 これまでの取組を継続しつつ、 専門機関・ 団体と連携した当事

者のニーズ把握や、 さらなる施策の推進に向けて検討を進めます。  



３  札幌市の図書館の状況

札幌市には、 令和３年（ 2021 年） ４ 月現在、 市内各地に 47 の図書施設があり、

中央図書館をはじめとする 12の図書館と、区民センター・ 地区センターなどコミ ュ

ニティ 施設内の図書室、 生涯学習センター内のメディ アプラザ、 大通カウンター等

の31か所を合わせた43か所をオンラインシステムで結び、 これらのどの施設でも

図書の貸出、 返却、 予約本の受け取りができる体制を構築してきました。  

こうした第1次（ 平成13年度（ 2001年度））、 第２ 次（ 平成24年（ 2012年）） の

二期にわたる図書館ビジョ ンの取組に基づく 利便性の向上などにより、 来館者数や

予約冊数は、 従来と比べて増加しました。  

図７■札幌市図書館における来館者数、 貸出冊数、 予約冊数の推移 

また、例年実施している来館者アンケート によると、「 全体の満足度」 の質問に対

して、 ここ数年「 満足」・「 どちらかといえば満足」 の回答が合計でおよそ９ 割に達

しており、 令和元年(2019年)には「 Li brary of  the Year23 2019（ ライブラリーオ

ブザイヤー2019）」 で表彰を受けるなど、 全国的にも高い評価をいただきました。  

23 ライブラリーオブザイヤー これからの図書館のあり方を示唆するような先進的な活動を行っている機関に対し

て、 NPO法人 知的資源イニシアティ ブ(I RI )が授与している賞で、 平成18（ 2006） 年以降、 毎年審査・ 表彰が行

われている。  
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このほか、札幌市には寄託図書24や開放図書館25などの特色ある読書環境がありま

す。 学校図書館を活用して、 教諭と司書教諭、 学校司書26、 図書委員会（ 図書局）、

保護者や地域住民による開放司書・ 開放ボランティ ア27・ 学校図書館ボランティ ア28、

またそれらの連携に資する学校図書館地域開放協議会29などが協力しながら、 様々

な読書活動を推進していただいていることは、 子どもたちの生涯にわたる、 学びの

基盤となる読書の力を身に付けることにつながっています。  

一方で、「 読書活動についてのアンケート 調査」 の結果から、図書館の取組やサー

ビスなどが十分に知られておらず、 情報発信力に課題があると考えられることが明

らかになっているほか、図書館を利用しないと回答した方がその理由として、「 本を

読まない・ 目的がない」、「 自宅や職場から遠い」、「 子どもを連れて行きにく い」 な

どを挙げている状況が見られます。  

加えて、 現在は貸出登録者数が市民の６ 人に１ 人にとどまっていること、 地区図

書館の来館者数が減少傾向にあること、 札幌市の財政状況が今後より一層厳しく な

ることが予想される中、 従来にも増して多様化する市民ニーズに見合った図書資料

の更新が十分ではないとの声もあることなど、 図書館を運営するうえで難しい課題

もあります。  

４  環境の変化を踏まえた今後の方向性

ここまでに見てきたとおり、 社会環境や読書環境、 図書館の状況は大きく 変化し

ており、 その変化は今後ますます急激になることが考えられます。  

人口減少といった社会の構造の変化や、 情報化・ グローバル化といった人々 の活

動の変化の中でも、 引き続き市民の期待に応える運営を継続するためには、 従来の

図書館業務ばかりに捉われるのではなく 、 様 な々変化に対して広い視野を持ち、 そ

の都度柔軟に対応しながら図書館政策を考えていく ことが必要であるとともに、 各

種の取組はニーズを持つ全ての人々 が享受できることが求められます。  

また、 家庭、 地域、 学校等の関係者のたゆまぬ努力により、 読書活動の状況や読

書環境が改善される傾向があるものの、 子どもたちの読書活動などでは、 やや伸び

悩みも見られることから、 これについては引き続き努力が必要と言えます。  

24 寄託図書 図書の共同利用制度。 子どもたちの学習活動に役立てる図書を複本でそろえ、 札幌市内の小中学校の

共有物として整備。「 寄託校（ 寄託図書館のある学校）」 に18冊・ 40冊といった単位で同じ本が揃えてあり、 調べ

学習や集団読書などに好きな冊数分借りて授業等で使用できる。  
25 開放図書館 学校図書館地域開放事業を行う学校図書館の呼称。 各校のPTAに運営を委託し、地域人材を活用し

て読み聞かせや紙芝居の上演等を実施するほか、 一般書等を配架して地域住民が利用可能な時間を設けている。

令和3 年（ 2021 年） 3 月31 日現在実施指定校119 校。  
26 学校司書 学校図書館の運営の改善及び向上を図り、 生徒及び教員による学校図書館の利用の一層の促進に資す

るため、 専ら学校図書館の職務に従事する職員。  
27 開放司書・ 開放ボランティ ア 開放図書館の運営に携わる地域人材を開放ボランティ アと呼び、 その代表として

中心的な役割を担う人材を開放司書と呼ぶ。  
28 学校図書館ボランティ ア 開放図書館が設置されていない小学校に貸出業務や館内装飾の補助をするために派遣

されるボランティ ア。  
29 学校図書館地域開放協議会 開放図書館による開放事業の充実や向上、 各開放図書館相互の連携強化を目的とし

て発足。 PTA役員、 学校教職員、 開放司書、 ボランティ ア代表、 その他(地域関係者など)などで構成される組織。  
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さらに、 行政運営を行う上で重要な資源である財源や人材の確保は、 図書館の分

野でも今後ますます厳しさを増すことから、 持続可能な図書館運営を目指すうえで

は、 図書館利用に消極的な層の利用を促す取組や、 個々 の事業の再検討などが必要

となることも想定されます。  

このように第２ 章で見てきた環境の変化などから、 読書活動や図書館の具体的な

今後の課題や、 目指したい姿、 それに対応する今後の取組の方向性は次のようなも

のが考えられます。  

≪ ≫  社会環境の変化から

課題や目指したい姿など 今後の方向性 

社会構造の変化を把握しながら、 サービス

を持続するための努力が求められます。  

地域の教育力低下が懸念されており、 向上

に向けた取組が必要です。  

進展する情報化やグローバル化の影響を踏

まえた対応が求められます。  

感染症対策など、 新たな課題が発生してお

り、 適切な対応が必要です。  

≪ ≫  読書環境の変化から

課題や目指したい姿など 今後の方向性 

特に若い世代の読書量の減少が懸念され、

対応が求められます。  

子どもの読書時間や図書館利用の減少が見

られ、 対応が求められます。  

読書バリアフリー法の制定も踏まえ、 障が

いの有無にかかわらず読書を楽しめる社会

の実現のため、 より一層の対応が求められ

ます。  

≪ ≫  図書館の状況から

課題や目指したい姿など 今後の方向性 

図書館サービスへの認知の低さや利用の偏

りが懸念され、 適切な対応が必要です。  


